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本論稿では、事故により生じ得る紛争とその解

決手段に関し、自主的・自治的解決方法である和

解や調停等について、および後見的・強制的解決

方法である民事裁判手続についての横断的な解説

がなされている。さらに、裁判に至るまでの流れ

や民事訴訟手続における基本的な概念についての

説明がほぼ網羅されている。

契約関係から生じる紛争と違い、交通事故や医

療過誤事件などは、普段法律問題とは縁遠い人と

いえども、誰もが被害者になる可能性がある。そ

してそのような場合には、本人の意思とはかかわ

りなく、いやおうなしに紛争に巻き込まれてしま

う。自動車やバイクによる交通事故は日常的に頻

発しており、過去には航空機の墜落や列車の脱線

による大規模な事故が発生し、甚大な被害をもた

らしている。

このように、事故による裁判というのは、誰も

が潜在的に当事者になる可能性を持っているにも

関わらず、裁判その他の紛争解決手段やその手続

については、多くの人がまったくと言ってよいほ

ど知らないというのが現実である。したがって、

ほとんどの人が、不運にも実際に事故の被害者や

加害者となってしまった後に初めて、弁護士など

の専門家の手を借りながら紛争解決手続に直面す

ることになる。

もちろん、弁護士は裁判手続をはじめとする紛

争解決の専門家であり、依頼人の利益のために手

続を進めていくわけであるが、依頼人本人が裁判

などの手続についてある程度理解しているか否か

により、最終的な問題解決までの所要時間や結果

に違いが生じる場合も少なくない。

本論稿でも、現実に事故が発生した場合にすぐ

に訴訟が提起されないことが多く、相手方との直

接的な交渉がもたれることが通常であると述べら

れているが、約20年経過した現在においても、我

が国はアメリカのような訴訟社会とは違って、裁

判に至るまでには当事者間である程度の折衝があ

るのが通常であり、当事者同士の話し合いではど

うにもならなくなってから裁判に持ち込まれる場

合がほとんどである。このような状況に陥って初

めて弁護士などの専門家が相談を受けることにな

るわけであるが、裁判において依頼人に有利な立

証活動を展開すべく当事者の話を聞いてみても、

当事者が裁判において有利な証拠となり得るよう

な書面等を処分してしまった場合には、これらを

証拠として提出することをあきらめざるを得ず、

他の立証方法を考えねばならない。

常に紛争を予期して、疑心暗鬼になるのも問題

であるが、現実に紛争に巻き込まれてしまった場

合を考えると、裁判制度について一応の知識があ

るのとないのでは、どの時点で専門家に相談すべ

きか否かの判断も含めて、その後の対応の仕方に

違いが出てくるであろう。その意味でも、本論稿

、 、は 裁判制度になじみがない人にもわかりやすく

各項目につき簡潔にポイントを押さえた解説がな

されている点で、非常に参考になるものである。

本論稿掲載後、民事訴訟法の大規模な改正がな

され、1998年１月１日に改正民事訴訟法が施行さ
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れており、民事裁判を取り巻く制度は本論稿掲載

。 、当時と比べいくらか変容している これまでの間

公害、医療、環境、製造物責任などのいわゆる現

代型訴訟は、証拠が一方当事者に偏在しており、

紛争解決までには多大な費用と労力を要して来

た。

このような現象を背景として、この改正は、国

民にわかりやすく利用しやすい民事訴訟制度を目

指して行われた。形式面においては、法文を現代

語化し、手続の流れに沿った条文の配列とすると

ともに、内容面においても、①争点整理手続の整

備、②証拠収集手続の拡充、③少額訴訟手続の創

設、④最高裁判所への上告手続の整備などが実現

された。

前述の改正事項のうち、②の証拠収集手続の拡

充の一つが、文書提出命令における文書提出義務

の拡充である。この文書提出義務の拡充は民事訴

訟法改正の目玉とも言えるものである。本論稿で

述べられているように、法改正前は、文書提出義

務は限定的に認められていたに過ぎなかった。そ

のため証拠偏在型の訴訟においては、当事者の実

質的公平を図ることは難しかった。旧法下におい

ても解釈により文書提出義務が広げられていた

が、あくまでも例外的に義務が拡大されていたに

過ぎない。

この点、改正法では、新たに文書提出義務を一

般化し、企業・私人が所有する文書について、原

則として文書提出義務があるとされている（民事

訴訟法220条４号 。原則として文書提出義務が制）

限され、例外的に提出義務が認められていた改正

前の状況と比べて、文書提出義務が一般化された

ということは極めて大きな意義を有するものであ

る。

また、改正法では、証拠収集手続の拡充の一環

として、当事者が相手方に事実を確認しようとす

る場合、訴訟係属中であれば、当事者が主張また

は立証を準備するために必要な事項について、相

手方に書面で回答するように照会することができ

る当事者照会制度が新設された。

このような大幅な改正を経て、さらに、2003年

に、①計画審理の推進、②証拠収集手段の拡充、

③専門委員制度の創設、④特許権等関係訴訟事件

の専属管轄化、⑤簡易裁判所の機能の充実などを

主な内容とする改正がなされ、さらなる民事裁判

制度の充実および迅速化が図られた。

特に注目すべきは、②の証拠収集手段の拡充と

して、訴えの提起前における照会および訴えの提

起前における証拠収集の処分の手続について、新

たに当事者の証拠収集活動を充実させるための各

種制度が新設された点である。具体的には、イ）

訴えの提起前における照会として、当事者が訴え

の提起前において、必要な証拠や情報について被

、 ）告となるべき者に照会することができる制度 ロ

訴えの提起前における証拠収集の処分として、文

書送付嘱託、調査嘱託、意見陳述の嘱託、現況調

査などの制度が新設された。以上のような民事訴

訟法の改正によって、裁判手続の一層の充実とス

ピードアップが図られている。

公権的・強制的紛争解決手段である裁判手続

は、一般市民にとって利用しやすいものであるべ

きであり、また、これを利用する側としても、そ

の制度内容について一応の理解をしておくこと

、 。は 自己の紛争解決にあたって有益なことである

前述のとおり、本論稿が執筆されてから民事訴訟

法の大規模な改正がなされているが、本論稿にお

いて説明されている裁判手続の流れ並びに証拠裁

判、証明責任、訴訟要件および管轄などの民事訴

訟における基本概念は変わっていない。裁判制度

の基本構造の理解の助けとして、また法改正をフ

ォローする上での基礎として、是非一読して頂き

たい論稿である。
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